
 

入札説明書 

  

「生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関する環境現況調査業務委託」の入札につ

いては、川崎市公告及び関係法令等に定めるもののほか、この入札説明書によるものとしま

す。  

   

  

１ 入札及び開札に立ち会う者に関する事項  

入札場所に入場しようとするときは、一般競争参加資格確認通知書の提示を求めますの

で、必ず持参してください。  

入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人とします。ただし、代理人が入札

及び開札に立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立会いに関する権限の委任を受

けなければなりません。（入札前に必ず委任者（代表者）及び受任者（代理人）が記名押印

した委任状を提出してください。）  

 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び住所  

   〒210-8577 川崎市川崎区宮本町 1番地  

川崎市役所市民文化局市民文化振興室新たなミュージアム準備担当 

   電話 044-200-0918 

 

３ その他必要な事項  

(1) 入札方法  

    入札は、所定の入札（見積）書をもって行い、入札件名を記載した封筒に入札書を入れ

て提出してください。また、入札を代理人に委任する場合は、必ず入札（見積）書に代表者

及び代理人が記名押印する必要があります。  

(2) 再度入札の実施  

    落札者がない場合は、直ちに再度入札を行います。（開札に立ち会わない者は、再度入

札に参加の意思がないものとみなします。 ） 

(3) 添付書類等  

 ア 仕様書 

イ 川崎市委託契約約款  

ウ 一般競争入札参加申込書 

エ 質問書 

オ 入札（見積）書 

カ 委任状 
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第１章  総  則 
 

１ 適用範囲  

    本仕様書は、川崎市（以下「本市」という。）が実施する生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備

エリアに関する環境現況調査業務委託に適用する。  
また、本仕様書は、業務の基本的な内容を示すものであり、詳細に明記されていない事項で

も業務の遂行上当然必要とされるものについては、受託者の責任において行うものとする。  
 

２ 疑義 

  受託者は、本仕様書の内容等に疑義を生じた場合は、本市に照会し、その内容を十分理解し、

遺漏のないように行うものとする。 

 

３ 変更 

    提出済となった見積書については、その内容、技術的な変更及び見積額の増減を一切認めな

いものとする。ただし、本市の都合により仕様を変更する場合はこの限りではない。 

  また、業務の遂行に際し、軽微な変更を生じた場合は、本市と協議の上受託者の負担におい

て行うものとする。 

 

４ 計画書 

    業務の実施にあたっては、委託業務着手届及び委託業務代理人届等提出し、あらかじめ本市

の指示に従い、施工計画書を作成するものとする。 

  また、業務内容及び方法等については、本市及び生田緑地自然環境保全管理会議等と十分

協議をした上業務を遂行するものとする。 

 

５ 現場管理 

  業務の実施に際しては、委託業務代理人を定め、本市に書面で届出するものとする。 

    業務は、その着手から完了に至るまで、すべて一貫したスタッフにより遂行するものとする。

ただし、やむを得ず変更等が必要な場合は、本市の承諾を得た後に書面で届出するものとする。 

 また、作業範囲内の清掃及び整理はもとより、作業時間等の厳守及び他に支障を及ぼさない

よう管理するものとする。 

 

６ 報告 

    作業の進捗状況及び業務を遂行する上で報告すべき内容等については、本市の指示に従い、

日報及びその他の関係図書等をもって報告するものとする。 

  また、業務完了時に提出する報告書については、業務仕様に明記したとおりとする。 

 

７ 関係法令  

  業務の遂行にあたっては、関係法規及び諸規定を遵守し、入念かつ誠実に行うものとする。 
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  なお、遵守しなければならない代表的な関係法規及び諸規定は次のとおりとし、これにより

難い場合は、本市監督員と協議の上、決定するものとする。 

  ・川崎市環境影響評価条例 

  ・川崎市環境影響評価条例施行規則 

  ・川崎市環境影響評価等技術指針 

 

８ 安全管理 

  業務の実施にあたっては、あらかじめ安全責任者を定め、作業従事者に安全教育の周知徹底

を図るものとし、労働安全衛生マネジメントシステムの運用上要請があった場合は協力するも

のとする。 

  また、危険を伴う作業も想定されるため、必要十分な保護具、保護手段及び予防措置を講じ

て災害等が発生しないよう留意するとともに、万一災害等が発生した場合は、受託者の負担に

おいて処理するものとする。 

 

９ 再委託 

  受託者は、業務の全部を一括して又は主要な部分を第三者に委託してはならない。 

また、業務の一部（主要な部分を除く）を第三者に委託しようとするときは、契約後速やかに

再委託者の住所、商号、氏名、再委託する業務の範囲、その必要性及び契約金額等について記

載した書面を本市へ提出し、その承諾を受けなければならない。 

  なお、契約の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う再委託者の行為について、本

市に対してすべての責任を負うものとする。 

 

10 仮設物等 

  業務を実施するにあたり、資材置場、仮設事務所等の仮設物を設置する場合は、本市に申し

出、承諾を得た後にその指示に従うものとする。 

    また、仮設物の設置に必要な用地についても、当該施設の業務に支障のない範囲で無償貸与

するものとする。ただし、使用に際しては、本市に申し出、承諾を得た後にその指示に従うも

のとする。 

 

11 支給物等 

  業務に係わる電気及び水は、当該施設の業務に支障のない範囲において無償支給するものと

する。ただし、節電、節水に協力するものとする。 

 

12 使用制限  

  本市の建物及び諸機器類は、原則として使用してはならない。ただし、業務の遂行上やむを

得ず使用する場合は、本市に申し出、承諾を得た後にその指示に従うものとする。 
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13 派生物 

  業務の遂行に伴って生じた派生物は、本市の指示に従うものとする。 

 

14 復旧 

  業務の遂行中において、第三者、当該施設、周辺の建物及びその他の設備に損傷を与えた場

合には、受託者の負担にて速やかに復旧するものとする。 

 

15  完了 

   業務が完了したときには、直ちに委託業務完了届（本市の様式による）を２部提出するもの

とする。ただし、業務を分割して実施する場合は、本市と事前に協議を行った上で、その部分

完了分（一部完成、既済部分）について委託業務完了届を２部提出するものとする。 

 

16 検査 

  業務の完了及び部分完了については、本市の検査を受けるものとする。 

なお、業務完了後の検査が容易にできない箇所等については、その都度中間検査を受けるも

のとする。 
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第２章 業務仕様  
 

第１節 業務目的  
本業務は、生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関して、「川崎市環境影響評価に関する

条例」に基づく各種資料の作成を行うにあたり、調査に時間を要する項目等について、先行的に

環境現況調査を実施するものです。  
 

第２節 一般事項  
１ 件名  

生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関する環境現況調査業務委託 

２ 履行場所 
川崎市多摩区長尾２丁目ほか  

３ 履行期間 
契約日から令和９年９月３０日まで 

 
第３節 業務仕様  

１ 環境現況調査業務  
（１）業務概要 

ア 関係部署との打合せ業務（各種会議の参加等含む） 

イ 環境現況調査業務 

ウ 報告書作成業務 

 

（２）業務計画 

   受託者は、次に示した内容のうち、本市が求めた帳票、資料等からなる業務計画書を２

部提出するものとする。 

  ア 委託概要 

  イ 計画工程表 

  ウ 現場組織表 

  エ 使用機械、使用資材等 

  オ 調査項目 

  カ 調査方法（作業フロー、使用機械等、仮設備計画、調査用地等を含む） 

  キ 安全管理 

  ク 使用する図書及び基準 

  ケ 緊急時の体制及び対応 

  コ その他 
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（３）業務内容 

   ア 調査項目 

   （ア）―１ 陸生動物の状況 

    （ア）―１－１ 哺乳類、鳥類、爬虫類及び両生類 

      a 動物相 

      b 主な種の生息密度及び繁殖状況 

      c 注目される種並びに注目される理由、生息地、食性及び行動様式 

 

（ア）―１－２ 昆虫類 

      a 動物相 

      b 主な種の生息密度及び繁殖状況 

      c 注目される種並びに注目される理由、生息地、食性及び行動様式 

 

（ア）―１－３ クモ類及び土壌動物 

      a 主な種及び生息密度  

 

（ア）―２ 水生生物の状況 

    （ア）―２－１ 水生動物 

      a 水生動物の種、現存量及び分布状況 

      b 注目される種並びに注目される理由、生息地、現存量及び分布状況 

 

（ア）―２－２ 付着生物及びプランクトン 

      a 種組成 

      b 現存量及び分布状況並びにプランクトンの出現時期 

 

（ア）―３ 陸生植物の状況 

（ア）―３－１ 植物種 

      a 植物相 

      b 注目される植物種及び注目される理由 

 

（ア）―３－２ 植物群落 

      a 優占種等による植物群落の区分、種構成、構造、分布状況及び植物群落と環境条

件との関係 

      b 注目される植物群落の種類及び注目される理由 

 

（ア）―４ 水生植物の状況 

（ア）―４－１ 植物種 

      a 植物相 
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      b 注目される植物種及び注目される理由 

 

（ア）―４－２ 植物群落 

      a 優占種等による植物群落の区分、種構成、構造、分布状況及び植物 

      b 注目される植物種及び注目される理由 

 

（ア）―５ 生態系の状況 

      a 植物群落の調査を基に生態系について把握する 

      b 生息環境との関わり及び生物相互の関わり（食物連鎖） 

 

（ア）―６ 生育・生息環境 

      a 植生の状況及び植生の階層構造 

      b 水辺植生等の種類及び分布状況 

 

（ア）―７ 土地利用の状況 

  

（ア）―８ 関係法令等による基準等 
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   イ 調査地点 

    図１に示した調査範囲を基本に、既存資料、現地踏査結果等を参考に周辺地域含めて調

査を行うこと。なお、詳細については本市監督員と協議の上決定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 調査地点 

 

   ウ 調査期間・調査時期 

    動物、植物の状況を把握するために適した時期及び季節変動を把握し得る期間とし、 

調査期間については次を基本とする。なお、詳細については本市監督員と協議の上決定す 

るものとする。 

秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋
陸生動物 〇 〇 〇 〇
水生生物 〇 〇 〇 〇
陸生植物・水生植物 〇 〇 〇 〇
植物相 〇 〇 〇 〇
植物群落 〇 〇 〇 〇
特定の種（猛禽類）

令和7年度 令和8年度

〇

　　　　　　　　　　　　年度
対象

〇

令和9年度

 

 

   エ 調査方法 

   （エ）―１ 陸生動物 

    調査地域の動物の状況が把握できるように、直接観察法のほか、学術的に一般に用い 

られている次の調査方法のうちから、適切なものを選択するか又は組み合わせて行うこ 

と。なお調査結果については、出現種のリスト及び分布図等の図表によりわかりやすく 

多摩区長尾 2 丁目 

多摩区東生田２丁目  
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表示すること。  

・哺乳類：フィールドサイン法、トラップ法、ヒアリング等  

・鳥類：定点センサス法、ルートセンサス法、テリトリーマッピング法、ヒアリング等  

・爬虫類：フィールドサイン法、ヒアリング等  

・両生類：フィールドサイン法、ヒアリング等  

・昆虫類：ビーティング法、スウィーピング法、ライトトラップ法、ベイトトラップ法等  

・クモ類：昆虫類調査に準ずる  

・土壌動物：方形枠法、ツルグレン法等 

 

（エ）―２ 水生生物 

    調査地域の水生生物の状況が把握できるように、学術的に一般に用いられている次の 

調査方法のうちから、適切なものを選択するか又は組み合わせて行うこと。調査結果は、 

出現種リスト及び分布図等によりわかりやすく表示すること。  

・水生生物：直接観察法等  

・付着生物：方形枠法等  

・プランクトン：採水法、ネット法（動物プランクトン）等  

・水生動物（遊泳動物）：直接観察法、捕獲による方法、ヒアリング等  

・水生動物（底生動物）：サーバーネットによる方法、採泥器による方法等 

 

（エ）―３ 陸生植物・水生植物 

  （エ）―３－１ 植物相 

   調査地域の植物種を把握できるように踏査ルートを定めて行うこと。なお、注目さ 

れる植物種については、必要に応じ聞き取りによる調査を行うこと。調査結果は、系 

統分類の科ごとにまとめて示し、更に得られたリストの中から注目される種を選び出 

して、それらの数量等の生育状況を把握すること。 

（エ）―３－２ 植物群落 

 植物群落の調査は、植物社会学的調査法による。 調査結果は、植生図としてまとめ、 

その解説を行うとともに、注目される群落がある場合は、その状況を把握すること。植

物社会学的調査法による分類が困難な場合は、群落の優占種をそのまま群落名として表

示すること。 

 

（エ）―４ 植物及び動物における注目される種、群落 

 植物及び動物の調査結果から、注目される種、群落、生息地及び注目される理由を整理 

すること。次の基準や専門家の意見等を参考に、地域生態系の中での重要性、希少性、分 

布特異性、脆弱性などを総合的に判断して、注目される種、群落、生息地を選定すること。 

選定した場合は、その選定理由を種、群落、生息地ごとに明らかにすること。 なお、注 

目される種、群落、生息地に関する情報を公表することにより盗採等が懸念される場合は、

確認位置等の表現に配慮すること。 
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(ⅰ) 文化財保護法又は文化財保護条例（神奈川県・川崎市）に基づく特別天然記念物、

天然記念物  

(ⅱ) 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく国内希少野生動

植物種  

(ⅲ) 「改訂・日本の絶滅のおそれのある野生動物（レッドデータブック）」（環境省）に

おける掲載種  

(ⅳ) 「神奈川県レッドデータ生物報告書」における掲載種  

(ⅴ) その他国、神奈川県、川崎市により定められる基準等 

 

（エ）―５ 特定の種 

    既存資料調査又は現地調査において、オオタカ等が確認され、当該特定の種に専ら着 

目して調査を行うことが必要になった場合には、次の資料等を参考に調査を行うこと。 

猛禽類保護の進め方（改訂版）―特にイヌワシ、クマタカ、オオタカについて―（環境省） 

 

（エ）―６ 生態系 

 地域を特徴づける生態系に関し、植物及び動物の調査結果等により概括的に把握され 

る生態系の特性に応じて、生態系の上位に位置するという上位性、当該生態系の特徴を 

よく現すという典型性及び特殊な環境等を指標するという特殊性の視点から、注目され 

る生物種等を複数選び、これらの生態、他の生物種との相互関係及び生息・生育環境の 

状態を調査すること。  

具体的には、陸域、海域及び陸水域の各々において、陸生植物、陸生動物、水生生物 

及び生育・生息環境の調査結果を用いるとともに、他の予測評価項目の調査結果を活用で

きる場合は、それらを整理解析する方法を用いることができる。 調査結果は、動植物の食

物連鎖図等によりわかりやすく整理すること。 

 

（エ）―７ 生育・生息環境 

 生育・生息環境の調査は、学術的に一般に用いられている調査・解析等の方法による。 

 

（エ）―８ 土地利用の状況 

 土地利用の状況は、土地利用現況図、都市計画図、航空写真等の既存資料を収集整理し、 

必要に応じて現地調査により行い、その結果を図表等により表すこと。 

 

（エ）―９ 関係法令による基準等 

 関係法令等による指定、規制等の内容を整理すること。 

 

 

 

 



11 
 

（４）報告書等 

    報告書等は、次の内容等によりとりまとめ、提出するものとする。 

環境現況調査業務 

（ア）調査結果 

（イ）使用機器及び分析方法 

（ウ）計量証明書 

（エ）調査地点図 

（オ）調査状況写真 

（カ）参考とした資料等の目録 

 

２ 遵守事項  
（１）業務を実施する際は、本市に連絡するとともに、その指示に従うものとする。 
（２）本業務の遂行にあたり生田緑地内に立ち入り調査等を実施する際は、本市監督員の指示

に従うこと。  
（３）業務に必要な資料やデータ等については、協議により貸与する。また、貸与した資料  

については、業務終了までに返却すること。 
（４）現況調査の測定場所及び電源は、受注者の責任において確保すること。  
（５）本業務を遂行するにあたり、各業務担当者の専任性を確保すること。  

 

６ その他 

その他の必要事項等については、本市監督員と協議の上実施すること。 
 

第４節 成果品  
本委託業務の完了時は、成果品として次の図書を提出するものとする。なお、成果品の作成に

あたり、あらかじめ本市の承諾を得るものとする。 
【令和７年度】  

1 日報及び打ち合わせ議事録 １式 
2 生田緑地マネジメント会議等の説明資料、想定問答          １式 
3 現況調査報告書                          ３部 
4 その他   １式 

【令和８年度】  
5 日報及び打ち合わせ議事録   １式 
6 現況調査報告書                          ３部 
7 その他   １式 

【令和９年度】  
8 日報及び打ち合わせ議事録                     １式 
9 現況調査報告書                          ３部 
10 電子成果品                            １式 
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11 その他                              １式   
      
委託の完了にあたっては、上記１～１１の内容が入った電子データを２つ提出するものとする。

なお、現況調査報告書の様式は A４サイズとし、電子データの作成にあたっては、「川崎市電子納

品要領（令和２年４月改定）」を遵守すること。  
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川 崎 市 委 託 契 約 約 款 
（総則）  

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の仕様書及び図面を

いう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を内容とする業務の委託契約

をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。  

２ 受注者は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の期間（以下「履行期間」という。）内に完了

し、発注者は、その委託代金を支払うものとする。  

３ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。  

４ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。  

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがある場合を除き、計

量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。  

６ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治32年法律第

48号）の定めるところによるものとする。  

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。  

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所と

する。  

（日程表の提出）  

第２条 受注者は、この契約締結後７日以内に設計図書に基づいて業務日程表を作成し、発注者に提出しなければなら

ない。  

２ 発注者は、必要があると認めるときは、前項の業務日程表を受理した日から７日以内に、受注者に対してその修正

を請求することができる。  

（権利義務の譲渡等）  

第３条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、発

注者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。  

２ 受注者は、契約の目的物（以下「成果物」という。）、未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を第三者

に譲渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、発注者の承諾を得た場合は、この限

りでない。  

（著作権の譲渡等）  

第４条 受注者は、成果物が著作権法（昭和45年法律第48号）第２条第１項第１号に規定する著作物（以下この条に

おいて「著作物」という。）に該当する場合は、当該著作物に係る受注者の著作権（著作権法第21 条から第 28 条ま

でに規定する権利をいう。）を当該著作物の引渡し時に発注者に無償で譲渡する。  

２ 発注者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の内容を受注者の承諾なく自由に公表

することができ、また、当該成果物が著作物に該当する場合は、受注者が承諾したときに限り、既に受注者が当該著

作物に表示した氏名を変更することができる。  

３ 受注者は、成果物が著作物に該当する場合において、発注者が当該著作物の利用目的実現のためにその内容を改変

しようとするときは、その改変に同意する。また、発注者は、成果物が著作物に該当しない場合は、当該成果物の内

容を受注者の承諾なく自由に改変することができる。  

４ 受注者は、成果物（業務を行う上で得られた記録を含む。）が著作物に該当するとしないとにかかわらず、発注者が

承諾した場合は、当該成果物を使用又は複製し、また、第６条の規定にかかわらず当該成果物の内容を公表すること

ができる。  

５ 発注者は、受注者が成果物の作成に当たって開発したプログラム（著作権法第10条第１項第９号に規定するプログ

ラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法第 12 条の２に規定するデータベースの著作物をいう。）につい

て、受注者が承諾した場合は、別に定めるところにより、当該プログラム及びデータベースを利用することができる。  

（再委託の禁止等）  

第５条 受注者は、業務の全部を一括して又は主要な部分を第三者に委託してはならない。 
２ 受注者は業務の一部（主要な部分を除く）を第三者に委託しようとするときは、あらかじめ再委託者の住所、商号、

氏名、再委託する業務の範囲、その必要性及び契約金額等について記載した書面を発注者へ提出し、その承諾を受け

なければならない。 
３ 受注者は、この契約の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う再委託者の行為について、発注者に対して

すべての責任を負うものとする。  
（秘密の保持）  

第６条 受注者は、業務を行う上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。  
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（個人情報の適正な維持管理）  

第６条の２ 受注者は、業務を行う上で川崎市個人情報保護条例（昭和60 年川崎市条例第 26 号）に規定する個人情報

（以下この条において「個人情報」という。）を取り扱う場合は、個人情報の保護を図るため、個人情報の漏えい、

改ざん、滅失、毀損その他の事故を防止するための必要な措置を講ずることにより、個人情報について適正な維持管

理を行わなければならない。  

（調査等担当職員）  

第７条 発注者は、調査又は監督等を担当する職員をおくときは、その氏名及び権限を受注者に通知しなければならな

い。その者を変更したときも、同様とする。  

（現場代理人等）  

第８条 受注者は、業務施行上必要な現場代理人又は使用人（ただし、法令により技術上の管理をつかさどる資格が要

求されるときは、現場代理人又は使用人は、当該資格者であること。）をおくときは、業務着手前に、発注者に書面

による通知をしなければならない。  

２ 発注者は、現場代理人等が業務施行上著しく不適当と認めるときは、その理由を明示して変更を求めることができ

る。  

（業務内容の変更等）  

第９条 発注者は、必要がある場合には、業務内容を変更し、又は業務の施行を一時中止し、若しくは打ち切ることが

できる。この場合、発注者は書面によりその旨を受注者に通知しなければならない。  

２ 前項の場合において、発注者は、必要があると認めるときは履行期間若しくは委託契約金を変更し、又は受注者に

損害を及ぼしたときはその損害を賠償しなければならない。  

（受注者の請求による履行期間の延長）  

第１０条 受注者は、天候の不良等その責めに帰することができない理由、その他の正当な理由により履行期間内に業

務を完了することができないときは、発注者に対して、遅滞なくその理由を明らかにした書面をもって履行期間の延

長を求めることができる。その場合における延長日数は、発注者と受注者とが協議して、書面をもって定めなければ

ならない。  

（臨機の措置）  

第１１条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。この場合に

おいて、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ発注者の意見を聴かなければならない。ただし、緊急や

むを得ない事情があるときは、この限りでない。  

２ 受注者は、必要な臨機の措置をとろうとするとき、又はとったときは、直ちに発注者に協議し、若しくは報告をし

なければならない。  

３ 発注者は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、受注者に対して臨機の措置をとること

を請求することができる。  

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のうち、受注者が

委託契約金の範囲において負担することが適当でないと認められる部分については、発注者がこれを負担する。  

（業務の報告又は調査）  

第１２条 発注者は、必要があるときは、いつでも受注者の業務の処理状況について報告を求め、又は調査することが

できる。  

（損害の負担）  

第１３条 業務完了前に生じた損害は、受注者の負担とする。ただし、その損害の発生が発注者の責めに帰すべき事由

による場合には発注者の負担とする。  

（検査及び引渡し）  

第１４条 受注者は各会計年度において、当該年度分の業務を完了したときは、直ちに業務完了届を発注者に提出しな

ければならない。  

２ 発注者は、前項の業務完了届を受理した日から10日以内に、受注者の立会いを求めて業務内容を検査しなければな

らない。この場合において、発注者は、受注者に立会いを求めても受注者が応じないときは、立会いを得ずに検査を

することができる。  

３ 受注者は、前項の検査に合格しないときは、直ちに必要な補修をして発注者の検査を受けなければならない。この

場合においては、補修の完了を業務の完了とみなし前２項の規定を準用する。  

４ 受注者から発注者への業務完了に伴う引渡しは、検査に合格したときに完了するものとする。  

（委託代金の支払）  

第１５条 発注者は、前条に規定する検査合格後において、受注者の適法な請求をうけた日から起算して30日以内に、

委託代金を支払うものとする。  

２ 受注者は、業務の完了前に業務の部分完了について前条に規定する検査合格後、その部分完了分に該当する委託代
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金の支払を請求することができる。 

  その支払限度額は、次のとおりとする。 

    第１回目  令和７年度  ￥     .-（うち取引に係る消費税額及び地方消費税額 ￥    .-） 

       第２回目  令和８年度  ￥     .-（うち取引に係る消費税額及び地方消費税額 ￥    .-） 

第３回目  令和９年度  ￥     .-（うち取引に係る消費税額及び地方消費税額 ￥    .-） 

（部分使用）  

第１６条 発注者は、第 14 条の規定による引渡し前においても、業務の全部又は一部を受注者の書面による同意を得

て使用することができる。  

２ 前項の場合において、発注者はその使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。  

３ 発注者は、第１項の使用により受注者に損害を及ぼし、又は受注者の費用が増加したときは、その損害を賠償し、

又は増加費用を負担しなければならない。この場合における賠償額又は負担額は、発注者と受注者とが協議して定め

る。  

（内払）  

第１７条 発注者は、各会計年度において、業務の完了前に業務既済部分の相当金額が各会計年度の委託契約金の 10

分の５に達したときは、当該既済部分に相当する金額の10分の10以内において、委託契約金の一部の支払いをする

ことができる。  

（契約不適合責任） 
第１８条 発注者は、成果物の引渡しを受けた後、当該成果物に種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）があることが発見されたときは、受注者に対して相当の期間を定めてその契約不適合の

修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要する

ときは、発注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方法と異な

る方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がない

ときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいず

れかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 
(１) 履行の追完が不能であるとき。 

(２) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(３) 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達

することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定よる催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明

らかであるとき。 

（契約不適合責任期間等） 
第１８条の２ 発注者は、引き渡された成果物に関し、第１４条第４項の規定による引渡し（以下この条において単に

「引渡し」という。）を受けた日から相当の期間内でなければ、契約不適合を理由として、履行の追完の請求、代金

の減額の請求、損害賠償の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 
２ 前項の請求等は、受注者に対し、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠その他の当該請求等の

根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 
３ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第６項において「契約不適合責

任期間」という。）内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知した日から１年

が経過する日までに、契約不適合責任期間を超えて前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任

期間内に請求等をしたものとみなす。 
４ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、

当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 
５ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず、契約不適合に

関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。 
６ 民法第 637 条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 
７ 発注者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわらず、その旨を直

ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不

適合があることを知っていたときは、この限りでない。 
８ 引き渡された成果物の契約不適合が発注者の責めに帰すべき事由により生じたものであるときは、発注者は当該契

約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、受注者が発注者の責めに帰すべき事由を知りながら

これを通知しなかったときは、この限りではない。 
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 （履行遅滞の場合における損害金等）  

第１９条 受注者の責めに帰すべき理由により履行期間内に業務を完了することができない場合において、履行期間経

過後相当の期間内に完了する見込みのあるときは、発注者は受注者から損害金を徴収して履行期間を延長することが

できる。  

２ 前項の損害金は、遅延日数に応じ、契約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法

律第２５６号）第８条第１項に規定する財務大臣が決定する率（以下「支払遅延防止法の遅延利息の率」という。）

で計算した額とする。  

３ 損害金は、委託代金、契約保証金その他受注者に支払うべき債務と相殺することができる。  

４ 発注者の責めに帰すべき事由により、第15条の規定による委託代金の支払が遅れた場合において、受注者は、未受

領金額につき、遅延日数に応じ、契約締結の日における支払遅延防止法の遅延利息の率で計算した額の遅延利息の支

払を発注者に請求することができる。  

（解除権の行使事由）  

第２０条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。  

(１) 受注者の責めに帰すべき理由により、履行期間内又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完成する見込みがな

いと明らかに認められるとき。  

(２) 正当な理由がないにもかかわらず業務に着手すべき時期を過ぎても業務に着手しないとき。  

(３) 前２号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められると

き。  

(４) 受注者の振り出した手形又は小切手が不渡りになったとき。  

(５) 破産手続開始、再生手続開始又は更生手続開始の申立て等があったとき。  

(６) 川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は

暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものであるとき。 

(７) 神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反したとき。 

(８) この契約に関して、受注者が、再委託契約その他の契約を締結するに当たり、その相手方が前２号のいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

(９) この契約に関して、受注者が、第６号又は第７号のいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（前号に該当する場合を除く）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに

従わなかったとき。 

２ 前項に規定する場合のほか、発注者は、発注者の都合により必要があると認めたときは、契約を解除することがで

きる。  

３ 受注者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、契約を解除することができる。  

(１) 第９条の規定により業務内容を変更したため委託契約金が３分の２以上減少したとき。  

(２) 第９条の規定による業務の中止期間が履行期間の２分の１を超えたとき。  

(３) 発注者が契約に違反し、その違反により業務を完了することが不可能となったとき。  

（解除の効果）  

第２１条 前条の規定により契約が解除された場合には、第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務は消滅する。  

２ 発注者は、前項の規定にかかわらず、前条の規定により契約が解除された場合において、受注者が既に業務を完了

した部分の引渡しを受ける必要があると認めたときは、受注者の立会いの上、既済部分の検査を行い、当該検査に合

格した部分の引渡しを受けることができる。この場合において、発注者は、当該引渡しを受けた既済部分に相応する

委託代金を受注者に支払わなければならない。  

３ 前項の既済部分の検査を行う場合において、発注者は、受注者に立会いを求めても受注者が応じないときは、立会

いを得ずに検査をすることができる。  

４ 第２項の既済部分の委託代金は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議

が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

５ 前条第１項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は発注者に帰属する。  

６ 前条第２項及び第３項の規定により契約が解除された場合において、発注者は、受注者に及ぼした損害を賠償しな

ければならない。  

（契約が解除された場合の損害賠償金） 

第２１条の２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、保証金等の納付がある場合を除き、契約金額の 10

分の１に相当する額を損害賠償金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(１) 第20条第１項の規定により契約が解除された場合 

(２) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由により受注者の債務について履行不能とな

り、契約が解除された場合 
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２ 次に掲げる者が契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

(１) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16 年法律第 75 号）の規定により選任

された破産管財人 

(２) 受注者について更正手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定により

選任された管財人 

(３) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第225号）に規定する再

生債務者等 

３ 第１項の損害賠償金は、委託代金その他受注者に支払うべき債務と相殺することができる。 

（解除に伴う措置）  

第２２条 受注者は、第 20 条の規定により契約が解除された場合において、発注者が受注者に貸与し、又は支給する

調査機械器具、図面その他業務に必要な物品等（以下「貸与品等」という。）があるときは、当該貸与品等を発注者

に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品等が受注者の故意又は過失により滅失又は毀損したとき

は、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。  

２ 受注者は、第20条の規定により契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又は管理する業務の出来

形部分、調査機械器具、仮設物その他の物件があるときは、受注者は、当該物件を撤去し、又は作業現場を原状に復

し、若しくは取り片付けなければならない。  

３ 前項に規定する撤去又は原状回復若しくは取り片付けに要する費用（以下「撤去費用」という。）は、次の各号に掲

げる撤去費用等につき、それぞれ各号に定めるところにより発注者又は受注者が負担する。  

(１) 業務の出来形部分に関する撤去費用等契約の解除が第20条第１項によるときは受注者が負担し、同条第２項又は

第３項によるときは発注者が負担する。  

(２) 調査機械器具、仮設物その他の物件に関する撤去費用等は受注者が負担する。  

４ 第２項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件の撤去又は作業現場の原状回復若しく

は取り片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件の処分又は作業現場の原状回復若しくは取り

片付けを行うことができる。この場合において、受注者は、発注者の処分又は原状回復若しくは取り片付けについて

異議を申し出ることができず、また、発注者が支出した撤去費用等（前項第１号の規定により、発注者が負担する業

務の出来形部分に係るものを除く。）を負担しなければならない。  

５ 第１項前段に規定する受注者がとるべき措置の期限、方法等については、契約の解除が第20条第１項によるときは

発注者が定め、同条第２項及び第３項の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第１項後

段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。  

（不正行為に対する賠償金等）  

第２３条 受注者が、この契約の当事者となる目的でした行為に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、不正

行為に対する賠償金として、契約金額の 10 分の２に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。 

(１) 公正取引委員会が、受注者に私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。以下「独

占禁止法」という。)の規定に違反する行為があったとして、独占禁止法第49条に規定する排除措置命令又は独占禁

止法第62条第１項に規定する納付命令(以下「排除措置命令等」という。)を行い、排除措置命令等が確定したとき。 

(２) 受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人)について、刑法(明治40年法律第45号)第 96条の

６の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。 

(１) 排除措置命令等の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項第３号に該当する行為又は同項第６号の規定に基

づく不公正な取引方法(昭和57年公正取引委員会告示第15号)第６項に規定する不当廉売であるとき。 

(２) 前号に規定するもののほか、排除措置命令等の対象となる行為が、発注者に金銭的な損害を与えないものである

ことを受注者が証明し、その証明を発注者が認めるとき。 

３ 前２項の規定は、この契約の履行が完了した後も適用するものとする。 

４ 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が契約金額の10分の２に相当する額を超えると発注者が認定したと

きは、その超過額について不正行為に対する賠償金の請求を妨げるものではない。 

５ 賠償金は、契約金、保証金その他受注者に支払うべき債務と相殺することができる。  

６ 第１項に規定する場合又は受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人)について、この契約の当

事者となる目的でした行為に関して刑法第198条の規定による刑が確定した場合においては、発注者は、契約を解除

することができる。 

（保険）  

第２４条 受注者は、設計図書に基づき火災保険その他の保険を付したとき又は任意に保険を付しているときは、当該

保険に係る証券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。  
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（発注者への報告等） 

第２４条の２ 受注者は、この契約の履行に当たって、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第９条各号に規定する行為を受け、又は正当な理由がなく履行の妨げとなる行為を受けた場合は、遅滞

なく発注者に報告するとともに、履行場所を管轄する警察署に通報し、捜査上必要な協力をしなければならない。 

（その他）  

第２５条 この約款に定めのない条項については、川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）によるほか発注者

と受注者とが協議して定めるものとする。  



一般競争入札参加申込書 
 

令和７年  月  日  
 
（あて先） 

川 崎 市 長 
    業 者 番 号 （                     ） 

住   所 
業 者 名 
代表者氏名                      印 

 

 

令和７年８月４日付けで公告された次の一般競争入札に参加を申し込みます。 
 
 
１ 件 名  生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関する環境現況調査業務委託 
 
２ 履 行 場 所  川崎市多摩区長尾２丁目ほか 
 
３ 業 種 ・種 目  業種：調査・測定 種目：環境アセス 
 
４ その他の提出書類等  入札参加資格を証する履行実績を示す契約書の写し及び仕様書の写し（別添） 
 



質     問    書  
 

令和  年  月  日  

（宛先）  

 川崎市長  
住         所   

商号又は名称                     

代表者職氏名                        

件 名  
生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関する環境現況

調査業務委託  
質 問 事 項  

備 考  

 

１ 受付期限は、次のとおりです。  

    令和７年８月８日（金）午後５時  

２ 質問書の提出及び回答書の送付は、入札公表５のとおりです。 

【回答期限 令和７年８月１４日（木）午後５時】 

３ 質問がない場合は、提出の必要はありません。  



令和３年度ロケ地川崎推進事業実施委託

川崎市内

生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関する環境現況調査業務委託

川崎市多摩区長尾２丁目ほか



 

委 任 状 
   

 
私は「生田緑地ばら苑及び周辺区域再整備エリアに関する環境現況調査業務委託」において、次のも

のを代理人として定め、次の事項に関する権限を委任します。  
  
  委任事項    １  入札（見積）に関すること。  
              ２  開札の立ち会いに関すること。  
  

                                                      令和７年  月  日 
  
 
  （あて先）川崎市長  
  
        委任者（代表者）  
          所在地        
          商号又は名称  
          代表者職氏名                                              印  
  
  
  
        受任者（代理人）  
          所在地        
          商号又は名称  
          受任者職氏名                                              印  
 
 

 


